(教育委員会用)　　　　　　　　　　　　　　住　　　居　　　届
第1号様式　　　　　　　　　　　　　□ 借家等職員　　　　□ 単身赴任借家等職員（留守家族）　　　　　　収　受　印
	
	
	（住居手当決定簿）
	　　　 年　 月　 日届出

	任命権者
福島県
教育委員会　様
	勤務
公署名
	
	主な届出の理由

□新規

□異動
□転居　　　　□配偶者等の転居
□その他(　　　　　　　　　　　　　　)

上記事実の発生年月日

　　　　年　　　月　　　日

	
	職名
	
	氏名
	
	

	職員の給与の支給に関する規則第18条の9第1項の規定に基づき、居住の実情を届け出ます。
	

	契約の内容
	住宅の所在地
	　

	
	住宅の種類
	□借家・借間　　　　□光熱費込みの借家・借間　　　　□まかない付下宿

	の五第一項第一号又は第二号
職員の給与に関する条例第九条
	住宅の所有者
	
	続 柄
	□他人

□親族（　　）
	住所
	

	
	住宅の貸主
	
	続 柄
	□他人

□親族（　　）
	住所
	

	
	住宅の名義上の借主
	□本人 □扶養親族
	氏名　　　 　続柄

(　  )
	共同名義人が
	□いない 　氏名　　　 続柄

□いる　　　　　　　　 ( 　 )

	
	家　賃　等
	月額　　　　　　円

( 　年 　月 　日から)
	左記家賃等には

□電気、ガス又は水道の料金が含まれている。(光熱費込みの借家・借間)

□食費等が含まれている。(まかない付下宿代)

	
	入　居　日
	　　年　 月　 日
	契約開始日
	　　　年　　月　　日　から

	
	単身赴任手当の受給（単身赴任借家等職員のみ記入）
	□有　　□無
	前月の手当額
	円　　　　　　　　

	所属コード
	職員番号
	□借家等職員　　□単身赴任借家等職員　　

※決定事項（電算入力事項）　　　　　　　　 　　　　　　（留守家族）

	
	
	居住方法
	家賃等の額
	「自」年月
	「至」年月

	
	
	
	
	年　号
	年
	月
	年　号
	年
	月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	届出事実

発生年月日
	・　　　・
	届　出

年月日
	・　　・
	届出受理

年月日
	・　　・
	支給開始年月日改定
	・　　・

	（裏面「記入上の注意」等を参照のこと。）
	
	単身赴任手当の支給確認
(単身赴任借家等職員のみ)
	


※「給与マスター基本（修正）通知書６－２」により電算入力すること。（　　　　年　　月例月入力）
	勤務公署の

異動状況
	異動年月日
	・　　・
	・　　・
	・　　・
	・　　・

	
	勤務公署名
	
	
	
	

	給与改定による

手当額改定
	改定年月日
	・　　・
	・　　・
	・　　・
	・　　・
	・　　・

	
	家賃相当額
	円
	円
	円
	円
	円

	
	住居手当額
	円
	円
	円
	円
	円


	決　裁　欄
	上記のとおり決定してよろしいか伺います。

	
	決 定 権 者
	課　員
	起案者

	
	
	
	

	
	起案
	・　・
	決裁
	・　・
	
	
	
	


1  記入上の注意　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	主な届出の理由
	新規
	　新たに住居手当の受給要件を具備するに至った場合（異動の場合を除く）

	
	異動
	　異動に伴い借家等に転居し受給要件を具備する場合又は、新規採用の場合

	
	転居
	　現在住居手当を受給している職員が、借家等に転居し、引き続き受給要件を具備する場合（異動の場合を除く）

	
	配偶者等の転居
	  現在、単身赴任等に係る住居手当を受給している職員で、配偶者等が居住している借家等を転居し、引き続き受給要件を具備する場合

	
	契約関係の変更
	　契約内容に変更があった場合（契約期間の延長のみの場合を除く）

	
	家賃の額の改定
	　家賃の額に変更があった場合


	
	その他
	　上記以外の場合　　（　　）内に理由を記入すること

	上記事実の発生年月日
	受給要件を全て具備した年月日を記入すること

	住宅の種類
	借家・借間
	　以下に掲げる住宅以外の住宅

	
	光熱水費込みの

借家・借間
	  光熱水費が家賃の中に含まれている住宅で、次に掲げる住宅以外の住宅

	
	まかない付下宿
	　食費等が含まれている住宅

	住宅の貸主
	　所有者と貸主が同一の場合には、記入しないこと

	住宅の名義上の借主
	扶養親族
	  職員の配偶者で他に生計のみちがなく主として当該職員の扶養を受けているもの及び職員の給与に関する条例第８条第２項に定める扶養親族をいうこと

	家賃等
	　権利金、敷金、食費、光熱費、共益費、駐車場代、若しくは店舗付住宅の店舗部分その他これに類するものに係る借料又は借り受けた住宅を他に転貸している場合の転貸部分にかかる家賃等は含まないものを記入すること
ただし、食費及び光熱費が含まれている場合で、それらを区別することが困難な場合には、食費、光熱費を含めた額を記入してさしつかえないこと
なお、この場合には「左記家賃等には」欄に印を付すこと


2　添付書類
	住宅を借り受けた者
	添付書類（いずれも写しで可）

	職員
	(1)　契約書、使用許可書又は入居決定書等

　 （届出の記載事項を確認できるものに限る）

     なお、これらの書類を添付できないときは、届出の記載事項を内容とした貸主の証明書（この場合は原本とする）

(2)　借家等からの転居による場合には、(1)の書類のほか転居直前の借家等に係る最終月の家賃の領収書等

(3)　単身赴任借家等職員の場合には、配偶者等（※2）の住民票謄本

	職員の扶養親族
	

	職員と配偶者等との共同

（※1）
	(1)　上記(1)及び(2)に同じ
(2)　住民票謄本
(3)　上記(3)に同じ



	職員の扶養親族と配偶者等との共同
(※1)
	


（備考）1　「配偶者等」（※1）とは、職員の配偶者又は一親等の血族若しくは姻族である者をいう。
2　「配偶者等」（※2）とは、配偶者又は単身赴任手当の支給要件に係る子をいう。
3　給与支給規則第15条の３の規定による届出がされていない扶養親族に係る届出を行う場合にあっては、上
記に加えて、扶養親族に係る扶養の事実の認定の例により添付書類を提出すること。
4　住居手当を受けていた職員が退職し、その日以後1年以内に再採用された場合において、退職時の届出内容に変更がない場合に限り、住居届に退職時の届出書の写し及び職員の申立書を添付することにより、この表に掲げる書類の添付を省略することができる。
◎太わく内の各欄は届出者が記入すること。









